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目的別支出 目的別支出 

性質別支出 性質別支出 

　商工費（商工業などに関係する経費）、消防費（防災、消防業務などに関係する経費）などその目的によって

区分した予算を「目的別予算」と言います。 

　その目的別にみた平成18年度予算の配分は次のグラフのようになっています。 

　次に平成18年度の一般会計予算をその性質ごとにグラフにしました。 

　人件費（職員の給与や審議会の委員報酬など）、扶助費（生活保護費や児童手当など）のように経済的な見方

で区分した予算を「性質別予算」と言いい、商工費、消防費など、その目的によって区分した予算（目的別予算）

とともによく利用されます。 

　平成18年度の予算でみると人件費が67億1,676万円と最も多く、次いで公債費（借金の返済金）の55億2,688

万円、物件費（賃金、需用費、委託料など）の45億6,859万円という順になっています。 

　しかし、平成17年度と比べると、人件費は約5億円、物件費は約3億円減額しているなど行財政改革を推進し

た予算となっています。義務的経費（人件費、公債費や扶助費）は、必ず支払わないといけない経費なので、こ

の義務的経費の割合が高くなると、市民のみなさんへの助成金や道路の改良工事などを縮小しなくていはいけな

いことになります。 

　また、収入（特に税金など）が減るとより多くの任意的経費や投資的経費の削減が必要となります。このこと

は、市が独自に事業を実施したくてもできない、いわゆる「財政の硬直化」が進んでいることになります。 

　自治体の借金は、地方債とか起債（きさい）と呼ばれています。 

　自治体の予算には、その年度に使うお金は、その年度に得る収入（市税や地方交付税など）でまかなうこと

を基本とした「会計年度独立の原則」があります。 

　しかしながら、その年度で市民のみなさんからいただく税金や地方交付税などだけでは、多額の費用がかか

る施設の建設などを行うことが困難です。また、将来にわたって使用するような施設の建設費をその年度に住

んでいる住民のかただけが負担するよりも、その施設を利用することができる将来の住民のかたが借金を返済

する形で少しづつ負担するほうが理にかなっています。 

　そこで、自治体にも借入金を起こせる『起債』という制度があります。 

　ただし、後年度負担が増えるためやみくもに借り入れることは許されず、返済金の一部が後年度に地方交付

税で返ってくるようなものを中心として慎重な借り入れをしています。 

京丹後市の市債（借金）と基金（貯金）の状況 京丹後市の市債（借金）と基金（貯金）の状況 

主な市債（借金）の残高推移 主な市債（借金）の残高推移 

　市の借金は、平成17年度末現在見込みで全会計あわせて797億9,757万円で、市民のみなさん１人あたりの借

金の額を換算すると約124万円になります。ただし、借金のなかには、返済金の一部が地方交付税（国からの交

付金）で返ってくるものもあるため実質的にはもう少しすくなくなります。 

　一方、平成17年度末の市の貯金残高の見込額は40億2,323万円で、市民のみなさん１人あたり約６万円にな

ります。 

　１人あたりの借金124万円から貯金６万円を差し引くと、118万円借金が多いことがわかります。 

　市では、こうした借金と貯金とのバランスや経済の動向を考え、将来にわたってのさまざまな財政分析をし

ながら効率的な財政運営に努めています。 

　一般会計の市債（借金）残高は、平成15年度をピークに24億7,183万円減少させることができました。 

市債（借金） 人件費
（職員などの給料）

 67億1,676万円 
（23.6%）

公債費
（借金の返済金）
 55億2,688万円 

（19.4%）

扶助費
（生活保護費など）

 27億2,076千円
（9.6%）

補助費等（補助金など）
22億6,419万円

（7.9%）

繰出金
（特別会計などへの繰出金）

 28億814万円 
（9.9%）

扶助費
（生活保護費など）

 27億2,076千円
（9.6%）

普通建設事業費
32億1,227万円

（11.3%）

補助費等（補助金など）
22億6,419万円

（7.9%）

繰出金
（特別会計などへの繰出金）

 28億815万円 
（9.9%）

その他（基金（貯金）への
積立金や貸付金など）
6億2,869万円（2.2％）

災害復旧事業費
371万円（0.0％）

物件費
（賃金、需用費、

役務費など）
45億6,859万円 

（16.1%）

議会費
2億5,360万円

（0.9%）
総務費

26億5,044万円
（9.3%）

議会費
2億5,360万円

（0.9%）

民生費
72億8,941万円

（25.6%）

労働費3,300万円（0.1%）

衛生費
31億6,302万円

（11.1%）農林水産業費
19億6,746万円

（6.9%）

消防費
14億7,795万円

（5.2%）

農林水産業費
19億6,746万円

（6.9%）商工費　10億4,494万円（3.7%）

土木費
27億49万円
（9.5%）

消防費
14億7,795万円

（5.2%）

教育費
23億1,913万円

（8.2%）

災害復旧費
371万円（0.0%）

公債費
55億2,688万円

（19.4%）

予備費　1,997万円（0.1%）

総務費
26億5,044万円

（9.3%）

支出の合計
284億5,000万円

－一般会計では合併時より借金を約25億円減少させることができました－ 

0 100 200 300 400 500

53億7,712万円
52億986万円
49億929万円
46億2,424万円

467億9,453万円
467億6,584万円
459億5,692万円
443億2,270万円

60億5,632万円
61億3,923万円
62億6,226万円
67億6,388万円

34億5,272万円
33億4,457万円
32億3,140万円
31億2,667万円

138億6,711万円
144億1,315万円
162億7,564万円
166億7,298万円

26億5,588万円
26億6,523万円
25億4,617万円
28億8,089万円

53億7,712万円
52億986万円
49億929万円
46億2,424万円

467億9,453万円
467億6,584万円
459億5,692万円
443億2,270万円

60億5,632万円
61億3,923万円
62億6,226万円
67億6,388万円

34億5,272万円
33億4,457万円
32億3,140万円
31億2,667万円

138億6,711万円
144億1,315万円
162億7,564万円
166億7,298万円

26億5,588万円
26億6,523万円
25億4,617万円
28億8,089万円

病院会計

一般会計

簡易水道会計

集落排水会計

公共下水道会計

水道会計

平成15年度末現在高額
平成16年度末現在高額
平成17年度末現在高見込額
平成18年度末現在高見込額

（億円）

支出の合計
284億5,000万円

義務的経費…

任意的経費…

投資的経費…

義務的経費　52.6%

任意的経費　36.1%

投資的経費　11.3%

給与（人件費）、借金の返済金（公

債費）、生活保護費（扶助費）な

ど法令などにより支出が義務づ

けられている経費

義務的経費に対して任意の判断

により支出できる経費で、各種

団体への補助金や施設の管理経

費などがあります。

道路や学校などの公共施設を整

備するような経費で、工事請負

費や用地購入費などがあります。




